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１．はじめに 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害を踏まえ、国土交通省では、施設では守

り切れない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、社会全体で洪水に備える

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づき全国の直轄河川を対象として、

減災に向けたハード・ソフト対策を一体的、総合的、計画的に推進されてい

る。 

このような中、平成 28 年 8 月以降に相次いで発生した台風による豪雨災害

では、中小河川においても甚大な被害が発生しており、このような状況に鑑

みると水害から命を守る「水防災意識社会」の再構築に向けた取組をさらに

加速させ、全ての地域において取組を推進していくことが必要となってきた。 

そこで、都道府県等の管理河川の洪水予報河川及び水位周知河川を中心と

しつつ、その他の河川についても水防災意識社会の再構築に向けたハード・

ソフト対策が一体的、総合的、計画的に推進されるよう、国から通知があっ

た。 

 

滋賀県においては、平成 26 年 3 月に制定した流域治水の推進に関する条例

に基づきハードとソフト対策を一体的に取り組んでおり、平成 20 年 11 月に

は、東近江圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会を設立し、取組を進

めている。 

本協議会では、東近江圏域の過去の災害の教訓、現状の水害に関する取組

状況などを踏まえて主な課題を抽出し、『水害』が起こりうること、また、（琵

琶湖水位の影響を受け）浸水が長期に及ぶ地域があることを念頭に、「どの

ような洪水からも命を守ることを最優先として、「自助と共助が最大限発揮

されるよう自ら行動し、地域の防災力を高め」、「社会経済被害を最小化」す

るための取り組みを実施し、水害に強い地域を目指す』ことを目的と位置づ

け、取組方針をとりまとめた。 

主な取組の具体的な内容は、以下のとおり。（「５．減災のための目標」を

参照） 

 

・「ハード対策」 

基幹的対策である河川改修に加え、洪水を安全に流す対策としての堤防

強化を実施するとともに、避難行動、水防活動、復旧活動に資する整備等

を実施する。 

なお、河川改修および堤防強化については、東近江圏域河川整備計画（平

成２２年７月変更認可）に基づく「滋賀県河川整備５ヶ年計画（平成２６

年３月）、東近江土木事務所管内」（別紙）により実施している。 

 

・「ソフト対策」 

下記の取組等を展開することにより、「水防災意識社会の再構築」等に
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向けた減災対策を実施する。 

 

①円滑かつ迅速な避難のための取組 

・避難情報が住民・事業者等へ着実に届くようにケーブルテレビや防災メ

ールの導入など 

・特にリスクの高い地区（水平避難が必要な地区）については、住民自ら

が確実な避難行動が実施できるように、「我が家の避難カード」の作成、

地域住民と連携したまちあるきによる避難経路・河川周辺等の現地調査

など必要に応じた取組の支援 

・危険性の高い中小河川の避難判断となる目安の検討 

②的確な水防活動のための取組 

・水防活動に関する広域的な協力・連携強化のための取組 

・水防活動支援のための情報公開、情報共有 

③社会経済活動を一刻も早く回復させるための復旧活動の取組 

・排水活動及び施設運用に関する取組 

 

２．東近江圏域の概要 

東近江圏域は、滋賀県南東部の琵琶湖東岸に位置し、東近江市、近江八幡

市、日野町、竜王町及び彦根市、愛荘町の一部（愛知川流域）と湖南市、野

洲市の一部（日野川流域）を含む 5市 3町の淀川水系に属する一級河川及び

その流域を対象とし、圏域の面積は約 615ｋ㎡である。 

圏域には、東近江市及び近江八幡市において琵琶湖へ直接流入する一級河

川が 7河川ある。主要な河川としては、北から愛知川、長命寺川(蛇砂川)、

日野川があり、三重県と接し鈴鹿山脈の一部を形成する鈴ヶ岳、藤原岳、竜

ヶ岳、御在所山、雨乞岳、綿向山等に水源を発している。圏域の中流部では

扇状地性低地が形成され、その中に広い段丘地形が発達している。圏域下流

部は平野（三角州性低地）が大半を占め、島状山地の影では沖積が進まず、

大中の湖をはじめとした多くの内湖や低湿地が形成されていた。しかし、こ

れらの内湖は戦後相次いで干拓され、現存する内湖としては、西の湖が県下

最大である。また、下流部の標高 100m～110m 付近には湧水帯（自噴井戸）が

分布し、豊富で良質な地下水を供給している。 

その他の大同川、八幡川、白鳥川及び大惣川は圏域中央部より西に位置し、

水田地帯や都市部または集落部を流下し、琵琶湖に流入している河川である。 

 

３．主な課題 

東近江圏域の地形的特徴や地域で浸水被害を発生させた平成 25 年 9 月台

風 18 号における対応状況、現状の水害に関する取組状況などを踏まえ、以



 

 

- 3 - 
 

下の課題を抽出した。 

 

●想定し得る最大規模の降雨による洪水が発生した場合、堤防からの越流

等による氾濫が想定される。 

●琵琶湖沿岸部の低平地や日野川中流左岸の支川と本川に囲まれた区域

については、その地形的な特徴から、特に浸水リスクが高くなっている。 

●平成 25 年 9 月台風 18 号では、大河川からの氾濫は発生しなかったもの

の、日野川や愛知川において氾濫危険水位を超過するなど、危険な状況

であった。また、人的被害は発生しなかったものの、管内各地で河川被

害や浸水被害が発生した。 

●河川の氾濫のおそれがある地域においても、危機意識が十分でないこと

が多く、避難行動の遅れが懸念される。 

●水防団員の水害の対応経験者が少なく、水防活動の連携が十分ではない

ため、迅速かつ的確な水防活動の実施が懸念される。 

 

以上の課題を踏まえ、東近江圏域の大規模水害に備えて「自ら行動し、地

域の防災力を高め」、「社会経済被害を最小化」するための具体的取組を実施

することにより、「水害に強い地域づくり」を目指すものである。 
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４．現状の取組状況 

 前述の課題を踏まえて、避難場所指定も含めた避難誘導体制、防災組織の

広域的な協力・連携体制の重要性、水害への危機意識の低下など、これまで

の水害対策に課題があることが確認された。 

東近江圏域における減災対策について、各関係機関が現在実施している現

状と課題は、以下のとおりである。 

 

① 情報伝達、避難計画等に関する事項 

※現状：○、課題：●（以下同様） 

項 目 ○現状 と ●課題 

 

想定される浸水リス

クの周知 

 

○琵琶湖、日野川、愛知川では計画規模の外力等

を対象とした浸水想定区域を公表している 

○県では、外水氾濫だけでなく内水も考慮した

「地先の安全度マップ（浸水深図、流体力図、

被害発生確率図）」を公表している 

○「地先の安全度マップ」を県のＨＰ（滋賀県防

災情報マップ）等で公開している 

 

 

Ａ 

 

●琵琶湖、日野川、愛知川において想定最

大規模の外力を対象とした洪水浸水想

定区域が公表されていない 

●住民の水害エリアに関する情報の認識

や周知・災害への意識が不足している 

 

 

Ｂ 

 

●琵琶湖、日野川、愛知川において想定最

大規模の外力を対象とした氾濫シミュ

レーションが公開されていない 

 

 

Ｃ 

 

●水害リスク情報に基づく安全な住まい

方への誘導が進んでいない 
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避難勧告等の発令に

ついて 

 

Ｄ 

 

●緊急時における首長・彦根地方気象台長

と東近江土木事務所長とのホットライ

ンによる情報の共有体制が確保できて

いない 

●県・各市町において、河川水位と避難勧

告の発令時期などに関するタイムライ

ン（案）が策定されていない 

●避難勧告が夜間の場合、避難時の災害や

事故等が懸念される 

 

 

指定緊急避難場所、指

定避難所、避難経路に

ついて 

 

○計画規模等での浸水想定区域（琵琶湖・日野

川・愛知川）、地先の安全度マップをもとに各

市町にてハザードマップを作成している 

○ハザードマップを公表し、指定避難所を明記し

ている 

 

 

Ｅ 

 

●想定最大規模に対するハザードマップ

が作成されていない 

 

 

Ｆ 

 

●災害毎に指定緊急避難場所を明記され

ていない 

 

●指定避難所が不足（容量、位置的に）し

ている地域がある 

 

 

住民等への情報伝達

体制や方法について 

○ケーブルテレビや防災メール、ＳＮＳ等での情

報発信をしている 

○河川管理者によるＣＣＴＶカメラの映像(静止

画)をＨＰで提供している 

○県土木防災情報システムにて注意報・警報・特

別警報等発表状況、基準値超過状況などの情報

を提供している 

○ＮＨＫやびわ湖放送のデータ放送にて河川水

位や避難情報を提供している 
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Ｇ 

 

●防災情報が高齢者等の要配慮者（自宅に

いる方）に伝わっておらず、入手できな

い方がいる 

●WEB 等により各種情報を提供している

が、住民自らが情報を十分入手するまで

に至っていない 

●住民の防災意識・知識が十分ではない 

●広報車や屋外スピーカによる正確な情

報伝達が難しい 

 

避難計画・体制につい

て 

 

○自主防災組織等の水防活動のために簡易量水

標を設置している。 

 

 

Ｈ 

 

●危険な地域から安全な地域へ避難誘導

を行う体制が整っていない 

●特にリスクの高い地区での避難計画・体

制が整っていない（自主防災組織がな

い。組織があっても水害には対応できな

い） 

●逃げ遅れた場合の避難が検討されてい

ない 

●災害に応じた指定避難所の表示板を設

置されていない 

●要配慮者等の名簿を作成しているが、状

態に配慮した避難計画・体制が整ってい

ない 

●要配慮者利用施設の避難計画・体制が整

っていない 

 

 

避難に関する啓発活

動について 

 

○出前講座、図上訓練による啓発活動を実施して

いる 

○市町から各世帯に防災マップ・防災ハンドブッ

ク等を配布、または市町ＨＰにて公表している 
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Ｉ 

 

●水害の経験が無い世代の避難等に関す

る知識が十分でない 

●河川の氾濫に対する危機意識をもった

住民が少ない 

 

 

 

 

② 水防に関する事項 

項 目 ○現状 と ●課題 

 

水防体制 

 

 

○自主防災組織の立ち上げ支援、運営補助などを

行っている 

 

○自主防災組織への資機材の補助を行っている 

 

 

Ｊ 

 

●自主防災組織では、水害を想定した体制

づくり・訓練が出来ていない 

●水防技術の熟練者が少ない 

 

 

河川水位等に係る情

報の提供 

 

○基準地点等の観測箇所では水位計・雨量計を設

置し情報を公開している 

○国土交通省から提供を受けているレーダー雨

量（ＸＲＡＩＮ）データを用いた県全域の 1

㎞ﾒｯｼｭ毎の雨量を数値化してその履歴を公表

する予定（H29．4 月～） 

○県と各市町が共同で重要水防箇所等の点検を

行っている（愛知川） 

 

Ｋ 

 

●基準地点等の河川水位しか情報提供し

ていない 

●中小河川での情報が不足している 

●堤防の浸透、侵食に関する情報が不足し

ている 

●愛知川以外の河川において、県と各市町

が共同で重要水防個所等の点検が実施

できていない。 
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③ 氾濫水の排水に関する事項 

項 目 ○現状 と ●課題 

 

氾濫水の排水につい

て 

 

 

○災害時には、国が排水ポンプ車を派遣し、復旧

活動を支援する用意がある 

○県では、建設業協会と協定を交わし、必要に応

じて支援することとしている 

 

 

Ｌ 

 

●氾濫発生後、被害状況の把握に時間を要

する 

●災害時における排水ポンプ車派遣に関

し、支援要請の手順が把握できていない 

 

④ 河川管理施設の整備について 

項 目 ○現状 と ●課題 

  

○「滋賀県河川整備５ヶ年計画（平成２６年３

月）、東近江土木事務所管内」（別紙）により、

河川改修および堤防強化を実施している。 

○河道内樹木の伐採、河道内堆積土砂の除去等

を実施している 

 

 

Ｍ 

 

●河川未改修区間がある。 

●浸透に対する堤防強化の未整備区間が

ある 

 

Ｎ 

 

●河道内樹木の再繁茂や土砂堆積が見ら

れる 
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５．減災のための目標 

現状の取組状況を踏まえて、平成３３年度までに達成すべき目標は、以下

のとおりとした。 

 

【５年間で達成すべき目標】 

避難勧告等の発令に着目したタイムラインの作成し、要

配慮者利用施設等を含め、命を守るための確実な避難を実

現すること、ハード・ソフト一体として効率的・効果的に

事業を推進し、社会経済被害を最小化することを目指す。 

 

【目標達成に向けた 3 本柱】 

上記目標の達成に向け、ハード対策（洪水を安全に流すハード対策、水防

活動に資する整備等）に加え、東近江圏域において、以下の項目を３本柱と

した取り組みを実施する。 

 
 

１．円滑かつ迅速な避難のための取組 

２．的確な水防活動のための取組 

３．社会経済活動を一刻も早く回復させるための復旧活動

の取組 
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６．概ね５年で実施する取組（平成 29 年度～平成 33 年度） 

水害が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災

意識社会」を再構築することを目的に、各構成員参加機関が取り組む主な内

容は次のとおりである。 

 

１）ハード対策の主な取組 

 各参加機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組

機関については、以下のとおりである。 

主な取組項目 課題の 

対応 

目標時期 取組機関 

■洪水を河川内で安全に流す対策 

 

・「滋賀県河川整備５ヶ年計画（平

成 26 年 3 月）、東近江土木事務所

管内」（別紙）により。河川改修

および堤防強化を実施 

 

 

Ｍ 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

滋賀県 

 

■河川区域等の管理 

 

・河道内樹木の伐採や河道内堆積土

砂の除去等 

 

 

Ｎ 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

滋賀県 

 

■避難行動、水防活動、復旧活動に

資する基盤等の整備 

 

・氾濫する恐れのある地域等におけ

る洪水時の避難勧告等の発令判

断に活用するため簡易水位計・量

水標を設置し観測、情報共有 

 

 

・水防団等の水防活動を支援するた

めＣＣＴＶカメラを設置し情報

共有 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

近江八幡市 

東近江市 

日野町 

竜王町 

滋賀県 

 

滋賀県 

 

■貯留浸透対策 

・公共施設等での貯留設備の整備 

 

・各戸での雨水貯留対策に対する支

援 

 

・農地・森林での貯留対策推進 

 

Ｍ 

 

順次実施 

 

引き続き実施 

 

 

順次実施 

 

東近江市 

 

東近江市 

 

 

東近江市 
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２）ソフト対策の主な取組 

各参加機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・目標時期・取組

機関については、以下のとおりである。 

 

① 円滑かつ迅速な避難のための取組 

主な取組項目 課題の 

対応 

目標時期 取組機関 

 

■台風時おける避難勧告等の発令

に着目したタイムラインの作

成・活用等 

 

・避難勧告を発令するためのタイム

ラインの検証と改善（活用訓練等

の実施） 

 

・地域におけるタイムライン等の作

成支援 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 

 

 

 

 

 

順次実施 

 

 

 

順次実施 

 

 

 

 

 

 

東近江市 

 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

■ハザードマップの作成･周知等 

 

・県管理区間（琵琶湖、日野川、愛

知川）における想定最大規模の外

力を対象とした洪水浸水想定区

域の公表 

 

・「地先の安全度マップ」の更新、

公表 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

滋賀県 

 

 

 

 

滋賀県 

 

・琵琶湖、日野川、愛知川における

想定最大規模の外力を対象とし

た氾濫シミュレーションの公開 

 

 

Ｂ 

 

順次実施 

 

 

滋賀県 



 

 

- 12 - 
 

・地先の安全度マップを考慮した市

町のハザードマップの更新およ

び周知 

 

 

■避難計画の検討 

 

・災害に応じた指定緊急避難場所の

指定 

 

・指定避難所の検証（容量、位置） 

 

 

Ｅ 

 

 

 

Ｆ 

引き続き実施 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

 

 

順次実施 

 

東近江市 

近江八幡市 

日野町 

竜王町 

 

 

 

日野町 

竜王町 

 

竜王町 

 

 

・特にリスクの高い地区では、水害

に強い地域づくりの取組を実施 

 

 

・要配慮者利用施設の市町地域防災

計画に位置づけ及び位置づけさ

れた同施設の避難計画作成等へ

の支援 

 

 

・中小河川への簡易量水標の設置 

 

 

・特に水害リスクの高い地区におい

て、逃げ遅れた場合の避難の検討

（局地的大雨時の対応を含む） 

 

 

 

 

Ｈ 

 

引き続き実施 

 

 

 

順次実施 

 

 

 

 

 

必要に応じて

引き続き実施 

 

順次実施 

 

 

 

 

 

東近江市 

日野町 

滋賀県 

 

近江八幡市 

東近江市 

日野町 

竜王町 

滋賀県 

 

滋賀県 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

 

 

 

■防災に関する啓発活動、水害（防

災）教育の拡充 

 

・防災に関する補助教材を活用した

小中学校と連携した防災に関す

る出前講座の取組み 

 

 

 

 

Ｉ 

 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

 

 

東近江市 

日野町 

滋賀県 
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・学校の要請に応じた小学生等を中

心とした避難経路の安全利用点

検 

 

・地域の要請に応じた「我が家の避

難カード」、「防災マップ」の作成

支援 

 

・地域住民と連携した避難経路・河

川周辺の現地調査 

 

・避難行動に資する「まるごとまち

ごとハザードマップ」の整備、計

画作成等 

 

引き続き実施 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

引き続き実施 

 

 

滋賀県 

 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

東近江市 

滋賀県 

 

■避難行動のための情報発信等 

 

・避難情報を各世帯へ確実に届ける

ため防災行政無線等の普及（無線

のデジタル化等） 

 

 

 

・避難情報を対象者へ確実に届ける

ためにケーブルテレビや防災メ

ールへの登録、配信サービスやＳ

ＮＳの活用等 

 

・防災対策や住民の避難行動の判断

をより分かりやすくするため水

位計や CCTV カメラの情報を提供

（配信） 

 

 

・防災情報を、わかりやすく伝える

ポータルサイトの運営、更新 

 

・洪水予報文の改良と運用 

 

 

 

 

Ｇ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ

 

 

 

引き続き実施 

 

 

順次実施 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

H28 年度 

 

 

 

近江八幡市 

日野町 

 

東近江市 

竜王町 

 

近江八幡市 

東近江市 

日野町 

竜王町 

 

滋賀県 

 

 

 

 

 

滋賀県 

 

 

滋賀県 

彦根地方気象台 
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■安全な住まい方への誘導、土地利

用の規制 

 

・浸水警戒区域の指定を踏まえた取

組の実施 

 

・安全な住まい方への転換 

 

・土地利用規制の取組（1/10、50cm

市街化編入しないなど） 

 

 

 

Ｃ 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

順次実施 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

滋賀県 

 

滋賀県 

 

 

② 的確な水防活動のための取組 

主な取組項目 課題の 
対応 

目標時期 取組機関 

■避難判断の基準及び目安の検討 

 

・危険性の高い中小河川における避

難判断の目安の検討 

 

 
 
Ｋ 

 

 

必要に応じて

順次実施 

 

 

日野町 

竜王町 

滋賀県 

■水防体制の強化 

 

・水防団員（消防団員）への水防に

かかる研修の実施 

 

・自主防災組織の体制づくり 

（組織の育成や立上げサポート等） 

 

 

 

・水防技術に関する勉強会の実施 

 

 
 
Ｊ 

 

 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

 

引き続き実施 

 

 

滋賀県 

 

 

近江八幡市 

東近江市 

日野町 

竜王町 

 

近江八幡市 

東近江市 

日野町 

竜王町 

 

■水防活動支援のための情報公開、

情報共有 

 

・重要水防箇所等の情報共有と関係

市による共同点検 

 

・中小河川水位の情報提供 

 

 

 

Ｋ 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

 

 

引き続き実施 

 

 

 

東近江市 

滋賀県 

 

滋賀県 
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・堤防の浸透、侵食に関する情報提

供 

 

順次実施 

 

滋賀県 

 

 

③ 社会経済活動を一刻も早く回復させるための復旧活動の取組 

主な取組項目 課題の 

対応 

目標時期 取組機関 

■排水活動及び施設運用に関する

取組 

 

・河川情報等の迅速な状況把握と

関係機関への情報提供と共有 

 

・災害時における排水ポンプ車派

遣について国などの関係機関と

の連携強化 

 

 

 

Ｌ 

 

 

 

順次実施 

 

 

順次実施 

 

 

 

 

 

東近江市 

 

 

近江八幡市 

東近江市 

滋賀県 

 

 

７．フォローアップ 

今後、想定最大規模の洪水に対する取組方針については、本協議会の構成

員の追加も含めた検討を行い、取組方針の見直しを実施する。 

 

各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計

画等に反映するなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取

り組むこととする。 

 

取組方針の進捗状況を確認し、必要に応じて見直すこととする。また、実

施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る等、継続的なフォロ

ーアップを行うこととする。 

  

なお、今後、全国で作成される他の取組方針の内容や技術開発の動向等を

収集した上で、随時、取組方針を見直すこととする。 

 

 また、トップセミナーを毎年出水期前に原則開催し、洪水予報、ホットライ

ンなど出水時に河川管理者から提供される情報とその対応等を首長と確認する。



 

 
 

 

別 紙 


